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高齢化が進む建設業就業者

前号所収の拙稿では、北海道の建設就業者数
において、全産業を大きく上回る減少がみられ
ることを「国勢調査」のデータで確認した。
全国的にも、公共事業の削減や不況による民
間投資の縮小で、就業者数は９０年代後半をピー
クに減少を続けてきた。東日本大震災の復旧・
復興工事、アベノミクスによる公共投資増、あ
るいは、東京オリンピック関連の工事で建設投
資が押し上げられるも、それに対応することが
困難なほど、建設就業者の規模も縮小してしま
った。問題は単なる規模の縮小ではなく、年齢
構成が大きく変化していることである。厳しい
労働条件を背景に若年層の入職が大きく減少し
労働力の高齢化が著しい。今号ではそのことを

「国勢調査」データで確認する。
図表 １は、北海道における全産業及び建設業
の就業者数の推移について、年齢階級別にみた
ものである。下段に割合を示したが、３４歳以下
を若年層としてひとくくりでまとめた。建設業

における年齢階級×人数の推移を見やすくする
ためにまとめたのが図表 ２である。
建設業における「３４歳以下」の割合は、２００５
年時点ですでに全産業と比べて ５ポイントほど
の差がついていたが、２０１５年には約 ８ポイント
にまでひらいた。全産業においても「３４歳以下」
は減少しているのだが、ただその減り具合は建
設業で著しい。図表 １右側の指数（２００５年を１０
０とする）をみると、建設業における「３４歳以下」
は半減している。逆に大きく増えているのが「６
０～６４歳」「６５歳以上」であり、全体に占める割
合でみても、「６０歳以上」は、２００５年には１６．６
％だったのが、２９．７％と倍近くにまで増えてい
る。同じ期間の全産業におけるそれは、１５．０％
から２２．６％への増にとどまる。
今後、いわゆる働き方改革などの政策改善や
個別企業の努力によって就業環境の整備が一定
程度進んだと仮にしても、肉体的な負荷の大き
い建設産業で高齢の労働者が働き続けることは
容易ではなかろう。現時点で６０歳以上に該当す
るおよそ ３割（５５歳まで広げると ４割）の労働

支所のページ 北海道センター

川村　雅則

「国勢調査」にみる北海道の建設業就業者（Ⅱ）
～高齢化する建設業就業者

図表 1　「国勢調査」にみる、年齢階級×北海道の全産業及び建設業の就業者数の推移
単位：人，％

２００５年 ２０１０年 ２０１５年 ２０１５年指数（対０５年比）
全産業 建設業 全産業 建設業 全産業 建設業 全産業 建設業

総数 ２，６０４，２７１ ２７４，２４０ ２，５０９，４６４ ２２３，０１３ ２，４３５，０９８ ２０５，２２４ ９４ ７５
１５～１９歳 ４５，０９５ ２，３７６ ３４，９５５ １，４４３ ３３，９９３ １，６７４ ７５ ７０
２０～２４歳 １８８，２６９ １２，１８４ １５７，５１７ ６，３１５ １３９，００７ ６，５２１ ７４ ５４ ４６２５～２９歳 ２４２，３７４ ２１，６０４ ２０８，０５５ １１，９８３ １７５，９７４ ８，７６４ ７３ ４１
３０～３４歳 ２７７，０４６ ２８，４３５ ２４２，９１５ １９，５４８ ２０４，１７６ １２，７８４ ７４ ４５
３５～３９歳 ２５５，２５９ ２５，５４１ ２８７，０９７ ２５，６０６ ２４７，２８６ １９，５９７ ９７ ７７
４０～４４歳 ２７０，５２３ ２６，９５１ ２６６，６６４ ２２，５８７ ２９７，１３６ ２５，４３５ １１０ ９４
４５～４９歳 ２７８，５８１ ３０，２０２ ２７１，６６９ ２３，８０１ ２６９，３１２ ２１，９０６ ９７ ７３
５０～５４歳 ３２４，７５７ ４０，２１３ ２６７，３６９ ２６，５１６ ２６６，０４５ ２２，６２７ ８２ ５６
５５～５９歳 ３３０，８１８ ４１，１２１ ２９７，６１２ ３４，６７９ ２５２，８９９ ２４，９９４ ７６ ６１
６０～６４歳 １８６，２９０ ２４，７４２ ２５４，３３８ ３０，５５３ ２４６，８０１ ２９，８０５ １３２ １２０
６５歳以上 ２０５，２５９ ２０，８７１ ２２１，２７３ １９，９８２ ３０２，４６９ ３１，１１７ １４７ １４９

割
合

３４歳以下 ２８．９ ２３．６ ２５．６ １７．６ ２２．７ １４．５
６０歳以上 １５．０ １６．６ １９．０ ２２．７ ２２．６ ２９．７
６５歳以上 ７．９ ７．６ ８．８ ９．０ １２．４ １５．２

出所：総務省「国勢調査」より作成。
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出所：図表１に同じ ■ 2005年　■ 2010年　■ 2015年

者が建設業を離れていくとき、技能の継承が果
たして可能だろうか。就業者規模の単なる縮小
ではなく、この点に危機感を覚える。

自治体は地元建設業の実態把握を

図表 ３は、年齢別の建設就業者数を地域別に
まとめたものであるが、以上に述べたことは、
程度の差はあってもどの地域でも確認される。
紙幅の都合で図表は省くが、自治体ごとにみて
もそれは同じである。例えば、建設就業者の最
も多い札幌市（６５，４１８人）や、二番手の旭川市
（１３，９４１人）においても、「３４歳以下」はそれ
ぞれ１５．１％、１６．１％で、逆に「６０歳以上」はと
もに ３割弱（２７．２％、２９．７％）となっている。

こうした事態への対応は容易ではないが、自
治体関係者に期待したいことの一つが地元建設
業界の実態把握である。公契約運動に関わるな
かで痛感するのは、公契約のあり方へもさるこ
とながら地域の建設産業政策に対する、自治体
の側の関心の乏しさである。地域の建設業の疲
弊は、災害対応力やインフラ整備力の衰退をも
意味する。公契約の現状にとどまらぬ建設産業
全体の実態把握が進むことを期待する１。
�（かわむら　まさのり　北海学園大学教授）

１　本誌１７３号、１７４号で紹介されている、地元建設業を対
象に調査を行った世田谷区の経験を参照。

図表 2　年齢階級×北海道の建設業の就業者数の推移

図表 3　地域（総合振興局及び振興局）別にみた、年齢階級×北海道の建設業就業者数（2015年）
単位：人，％

石狩振興
局

渡島総合
振興局

檜山振興
局

後志総合
振興局
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振興局

上川総合
振興局

留萌振興
局

宗谷総合
振興局

オホーツ
ク総合振
興局

胆振総合
振興局

日高振興
局

十勝総合
振興局

釧路総合
振興局

根室振興
局

総数 ８１，０５８ １６，４１３ ２，０７５ ８，３６８ １２，２９６ ２０，２７６ ２，４２５ ３，１７５ １１，８５１ １７，８１６ ３，１５２ １３，８１３ ９，３６１ ３，１４５
１５～１９歳 ５４０ １３７ ９ ４７ ９３ １９９ １８ ２３ １００ １９３ ２９ １４０ １１９ ２７
２０～２４歳 ２，４２１ ５０３ ３１ ２９１ ３７０ ７０７ ４８ ５５ ３３０ ７４７ ７３ ４９３ ３３８ １１４
２５～２９歳 ３，８１２ ６２９ ６６ ３５６ ４３６ ８３８ ６４ １００ ４３６ ８５３ １１５ ５７１ ３５０ １３８
３０～３４歳 ５，３６１ １，１０２ ８６ ４５８ ６１９ １，３３１ １２４ １５８ ６１６ １，１１３ １８５ ８２９ ６０５ １９７
３５～３９歳 ７，８６８ １，５９８ １７４ ７７６ １，０９７ ２，１２４ １８１ ２８５ １，０５７ １，６５１ ３１３ １，２７８ ８７７ ３１８
４０～４４歳 １０，９２４ ２，０００ ２１４ １，００７ １，３３１ ２，３７２ ２５３ ３３７ １，３１９ ２，２５０ ３３６ １，６１５ １，１０３ ３７４
４５～４９歳 ９，５１１ １，７０８ １８９ ８８９ １，１７２ ２，０２５ ２４９ ３１３ １，０９０ １，７７６ ３０３ １，３６９ １，０１０ ３０２
５０～５４歳 ８，８６５ １，６９７ ２３５ ９３２ １，４７４ ２，１１４ ３３０ ３８０ １，３５３ １，８７９ ３８７ １，６０２ １，００３ ３７６
５５～５９歳 ９，４７６ １，８８１ ３１５ １，０６１ １，６７８ ２，４０８ ３３２ ４４７ １，６００ ２，０４７ ４２８ １，７８４ １，１５６ ３８１
６０～６４歳 １１，２９４ ２，６１１ ３８０ １，２３７ １，８３８ ２，８５６ ４００ ５５１ １，９１５ ２，４９０ ４６４ １，９６７ １，３６１ ４４１
６５歳以上 １０，９８６ ２，５４７ ３７６ １，３１４ ２，１８８ ３，３０２ ４２６ ５２６ ２，０３５ ２，８１７ ５１９ ２，１６５ １，４３９ ４７７

割
合

３４歳以下 １５．０ １４．４ ９．３ １３．８ １２．３ １５．２ １０．５ １０．６ １２．５ １６．３ １２．８ １４．７ １５．１ １５．１
６０歳以上 ２７．５ ３１．４ ３６．４ ３０．５ ３２．７ ３０．４ ３４．１ ３３．９ ３３．３ ２９．８ ３１．２ ２９．９ ２９．９ ２９．２
６５歳以上 １３．６ １５．５ １８．１ １５．７ １７．８ １６．３ １７．６ １６．６ １７．２ １５．８ １６．５ １５．７ １５．４ １５．２

出所：図表 １に同じ。


